


はじめに 

ものづくり中小企業が新製品などの事業化を目指す時、さまざまな組織との連携

が必要となります。 

たとえば、研究段階における他企業や大学等との共同研究開発、生産段階におけ

る製造の外部委託、販売段階における販売代理店の開拓や川下企業との交渉など、

連携の形は、製品やビジネスモデルによって異なります。しかし、こうした取組を

進めていくうえで、多くの場合、秘密保持契約、業務委託契約、売買契約などの契

約が必要となります。 

契約は、企業と企業、人と人が対等な関係で結ぶ約束事のことで、申し込みとそ

れに対する承諾という二つの行為で成立します。 

契約交渉をする際に気を付けたいのが、契約交渉相手との知の格差です。 

相手方に専任の法務担当者や顧問弁護士がいて、自社にはいないような場合、自

社と相手方とで、契約に関する情報量・知識量・経験値がまったく異なることにな

ります。その結果、気がついていないだけで、自社に対する潜在リスクを抱えた状

態で契約を締結している事例も多くあります。 

こうした状況を踏まえ、中国経済産業局では、研究開発成果の事業化に取り組む

ものづくり企業にご協力いただき、個々の企業が抱える課題について、契約に関す

るノウハウを持つ専門家（弁護士、弁理士）による潜在リスクの洗い出しと、事業

展開に向けたアドバイス（以後、「ハンズオン支援」と表記。）を実施しました。 

本資料は、そのハンズオン支援結果に基づいて作成したモデル事例をまとめたも

のです。ぜひとも参考にしていただき、研究開発成果の事業化の一助としていただ

きますよう、お願い申し上げます。 

令和２年３月 中国経済産業局
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